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午前１０時００分 開議

○副議長（佐々木嘉一） 皆さんおはようございます。

ただいまの出席議員は18名であります。

なお、千田議長は本日も欠席の届け出がありましたので、報告致します。

定足数に達しておりますので、これより平成25年第３回潟上市議会定例会を再開致し

ます。

これから本日の会議を開きます。

本日の議事日程は、あらかじめお手元に配付しましたとおりであります。

【日程第１、議員の一般質問】

○副議長（佐々木嘉一） 日程第１、一般質問を行います。

一般質問については、１回目の質問は一括質問、一括答弁方式で行いますが、再質問

からは項目ごとに一問一答方式により行います。

なお、時間は答弁を含めて60分とし、質問の最初は発言席において、再質問は自席で

行います。

本日の発言の順は、14番藤原典男議員、15番西村 武議員、４番藤原幸作議員、２番

大谷貞廣議員の順に行います。

14番藤原典男議員の発言を許します。藤原典男議員。

○１４番（藤原典男） おはようございます。日本共産党の藤原典男でございます。

朝早くから傍聴に駆けつけた市民の皆さん、そして９月議会を準備されました市長は

じめ職員の皆さん、本当にご苦労さまでございます。

特にこのたびの議会は、庁舎建設において契約案件が成立し、全会一致ということで

大変私自身も喜んでおります。

それでは、通告に従いまして３件にわたって質問を致しますので、宜しくお願いいた

します。

１つ目は、介護老人施設の今後の見通しについて伺いますけれども、訂正箇所があり

ますのでひとつお願いします。

１ページ目の下から８行目「秋田県内では402人という事ですが」を、これを

「3,874」に訂正してくださるようお願い致します。「402」を「3,874」でございます。

そうすれば、介護老人施設の今後の見通しについて伺います。

高齢になれば、自力で自分のことを自分でできなくなって介護を受けるようになる方
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が大勢います。精神的にも肉体的にも若い時のように自由が利かなくなりますが、誰で

も死ぬまでは人間としての尊厳を保ち、また周囲の方も守っていかなければなりません。

介護保険制度はお金はかかりますが、障がいのある方や家庭の事情により、介護施設は

日帰りのデイサービスをはじめ様々なサービス施設があります。

本市においてもグループホームや特別養護老人施設、老人保健施設などがあります。

介護保険での施設であっても、その一つ一つはご承知のようにそれぞれ違った趣旨で目

的があり、介護を受ける皆さんに利用され運営されております。グループホームは認知

症のお年寄りたちが家庭的な環境の中で共同生活をし、明るく楽しく精神的に安定した

人生が送れるように支援する施設です。グループホームでの生活は、生活援助員ととも

に一般家庭に近い形で、自分自身で炊事や掃除、洗濯などを行い、自然で安全な生活環

境の中で認知症の進行を穏やかにして、お年寄りたちの自立を目指します。

介護老人保健施設は、リハビリテーションを中心とした医療サービスを提供し在宅復

帰を目的にしているため、看護師、看護職員、医師、医学療法士・作業療法士などリハ

ビリテーションに特化した職種も配置しています。そして特別養護老人ホームは、原則

として65歳以上の者であって、身体上または精神的に著しい障がいがあるために常時の

介護が必要とする方が、居宅によって適切な介護を受けることが困難な方を入所させる

施設でございます。

今、この特別養護老人施設に入所希望して待機している方は、最近の調査によれば秋

田県では3,874人ということですが、今回の９月議会の予算の中でも待機者の解消を図

るため施設整備のための予算が計上しております。喜ばしいことですが、グループホー

ムや介護老人保健施設、特別養護老人ホームはそれぞれの役割が違いますが、福祉施設

が運営しているものの、一つ目、それぞれ今後本市ではどのような入居状況になってい

くのか。傾向的なことをお知らせお願いしたいと思います。二つ目は、待機者はどう

なっているのか。経済的理由で取り残されていく人たちがいないのか。行政としてどの

ように判断し対策を考えているのか。これらについて見解なり状況を伺いたいと思いま

す。

２つ目の質問に入ります。６次産業化の取り組みについて伺います。

本市での６次産業の今後の取り組みや見解について伺います。

農山漁村は有形無形の豊富な資源が存在しており、本市でもそのとおりのことと感じ

ているところであります。６次産業化は様々な「地域資源」を生かし、儲かる農林水産
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業を実現し、農山漁村の雇用創出と所得の向上を目指すことは言うまでもありません。

６次産業は、農林水産物などの生産（第１次産業）と加工（第２次産業）、販売（３

次産業）を一体化し、農林水産業を中心に地域で新たな付加価値を生み出そうとする試

みです。

本市は、農地、海、山に囲まれた豊かな自然に恵まれております。そこから生まれる

農産物、水産物などの資源を様々な産業に結びつけ、潟上市独自のブランド品の開発で

全国に発信し販売拡大ができれば、地域の大幅な所得向上と雇用の増大を得ることがで

きると思います。潟上市は秋田市のベッドタウンとして、また恵まれた自然があり、比

較的災害も起こらない有利な地理的要素と合わせ、食菜館くららや昭和ブルーメッセに

農業生産物を出品する農家の方も大勢います。商店街もあり、農林水産物を加工する企

業もあります。

６次産業化に対する行政視察では、農業者を中心に加工業者・販売を担当しノウハウ

を生かした販路拡大を専門に行う販売業者の方たちが、それぞれ何組かずつ連携を取り

合いながら新ブランド品の開発も行いながら取り組んできている状況を視察してまいり

ました。本市においても、まずは行政がそれぞれのチームを立ち上げてリードしていく

必要があると思います。

そこで１つ目、本市では６次産業化の取り組みについて、どのような可能性があると

いうお考えなのか伺いたいと思います。

２つ目、まずは行政の中で６次産業化を進める特別チームを立ち上げる考えがあるの

かどうか伺いたいと思います。

次に、３点目の問題について伺います。福祉灯油について伺います。

秋田県では８月に入ってから、灯油が平均の配達売りで1,814円、これは18リットル

でございます。ガソリンは158円となっております。灯油、ガソリンとも昨年と比べ大

幅な値上げとなっており、家計を圧迫していることは間違いないと思います。灯油価格

は秋田県の平均で、2010年１月では1,268円、2011年の１月で1,497円、2012年の１月で

1,619円、そして今年の８月に1,814円、さらに９月４日には1,825円と値上がりし、去

年と比較しても200円以上の値上げとなっております。特に冬の灯油需要期には、これ

からも値上げが続くと家計を圧迫し、寒い中でストーブもつけないで、または火を小さ

くし暖をとる市民の方を想像すると胸が痛むものでございます。

秋田県知事は今年の春に、「福祉灯油について県内の市町村が取り組むのであれば援
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助する」と発言しております。今この発言を大事に受け止め、知事に各市町村長は働き

かけていくことが必要だと思います。寒い冬の家の中で灯油も買えずストーブに火もつ

けないで凍死したという悲惨な事件が起きないように、必要な施策であれば行うのが行

政だと思います。かつては灯油価格が高騰したときには、全国的にも秋田県でも本市で

も、高齢者世帯等の住民税非課税世帯に対し福祉灯油の実施を行い、大変喜ばれたもの

でございます。今回の灯油の値上げは異常でございます。

そこで質問ですが、１つ目、福祉灯油実現のために国や県に働きかけるべきだと思い

ますが、これについての見解を伺います。

２つ目、県が行わず市の単独事業となった場合に、前回規模の取り組みになる場合に

はどのくらいの予算規模になるのか伺いたいと思います。

３つ目は、市が福祉灯油の事業を行うことは検討すべきことと思いますが、これにつ

いての見解を伺いたいと思います。

以上で壇上からの質問を終わりますが、宜しくご答弁お願い致します。

○副議長（佐々木嘉一） 当局より答弁を求めます。石川市長。

○市長（石川光男） 14番藤原典男議員の一般質問の２つ目「６次産業化の取り組みにつ

いて」は私が、１つ目と３つ目は福祉保健部長がお答えを致します。

平成25年６月議会の市長所信表明で「農業の６次産業化支援について」述べたとおり、

重要課題として位置づけております。

「食菜館くらら」や「アグリプラザ昭和」を核とした農産物の生産・加工・販売等、

６次産業化に向けた取り組み支援や地域の特色を生かした農産物の生産振興、特産品や

新サービスの開発、販路拡大の支援など、関係機関と十分に研究・検討を進めていると

ころであります。

今年度、産業課内に６次産業化担当職員を特命で任命し、情報収集や関係機関の調整

などを行っています。

また、認定農業者と若い農業後継者を対象として６次産業化に向けた現地研修、講演

会を開催しておりますし、商工会・各ＪＡとも協議を進めておりますが、今後はプロジ

ェクトチーム等を設置するなど、６次産業化に向けた体制強化を図っていきたいと考え

ております。

○副議長（佐々木嘉一） 鈴木福祉保健部長。

○福祉保健部長（鈴木 司） 藤原典男議員の一般質問の１つ目の「介護老人施設の今後
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の見通しについて」お答え致します。

質問の１点目「それぞれ今後本市ではどのような入居状況になっていくのか（傾向的

には）」というふうなことでお答え致します。

本市における老人福祉施設の状況は、特別養護老人ホームが４施設、介護老人保健施

設が２施設、グループホームが６施設あります。

各施設ごとの入居状況と致しましては、平成25年８月末現在で特別養護老人ホームは、

定員237人に対し入所者は235人で利用率は99％、介護老人保健施設は、定員200人に対

し入居者は188人で利用率は94％、グループホームは、定員90人に対し入所者は88人で

利用率は98％となっております。各施設ともおおむね定員数を満たしている状況にあり

ます。なお、施設全体での潟上市被保険者の利用割合は68％となっております。

質問の２点目、「待機者はどうなっているのか、経済的な理由で取り残されていく人

たちがいないのか、行政としてどのように判断し対策を立てているのか」ということに

ついてお答え致します。

本市の老人福祉施設における在宅での入所待機者については、平成25年４月１日現在

で、特別養護老人ホームが72人、介護老人保健施設が13人、グループホームについては

入所希望者がいない状況となっています。

この入所待機者については、「潟上市老人福祉計画・介護保険事業計画（第５期）」

に基づき、現在、選定事業者等において地域密着型介護老人福祉施設29床の新設と特別

養護老人ホーム30床の増床の施設整備を進めているところであり、特別養護老人ホーム

については、おおむね待機者の解消が図られるものと考えております。

来年度において第６期の事業計画の策定に着手することになりますが、高齢者のニー

ズや地域の課題などの実情を踏まえるとともに、施設整備が被保険者の保険料に与える

影響等も十分考慮し、均衡の取れた施設サービスを基本として取り組まなければならな

いと考えております。

次に、質問の「経済的理由で取り残されていく人たちがいないのか」ということにつ

いてでありますが、介護保険では低所得の人が施設を利用した場合の居住費及び食費の

負担限度額が定められており、所得区分により一定の金額を超えた分は保険給付され、

低所得者に配慮されております。また、担当課においても個別ケース等について総合相

談業務を行っており、質問に該当するようなケースはないものと認識しております。

次に、質問の３つ目「福祉灯油について」お答え致します。



- 114 - 平成25年第３回定例会

灯油の購入費助成については、平成19年度と20年度に県補助金や国の特別交付税措置

などを受け、高齢者世帯や重度障がい者世帯、ひとり親世帯、生活保護世帯を対象に実

施しております。

今年度、灯油の購入費助成を実施するとした場合は、その財源に対する国・県の支援

について働きかけが必要との考えから、市長会へ要望しております。

また、灯油の購入費助成に要する概算の予算額は、前回の実績や決算額を参考にした

場合、助成金交付額で1,000万円程度になるものと推察されます。

高騰する灯油価格は、冬季における高齢者世帯等の生活に影響を及ぼすことが心配さ

れることから、経済的負担を軽減するため、灯油の購入助成の実施について国や県の動

向も見ながら対応してまいりたいと考えております。

以上です。

○副議長（佐々木嘉一） 14番、再質問ありますか。14番藤原典男議員。

○１４番（藤原典男） 特別養護老人ホーム、介護老人ホームとかグループホームの入居

の状況については、わかりました。

それで傾向についてということなんですけども、最近、それから５年後、10年後のこ

の見通しということはどのようにお考えなのか。それちょっと伺いたいと思います。

○副議長（佐々木嘉一） 鈴木福祉保健部長。

○福祉保健部長（鈴木 司） 質問にお答えします。

今後の見通しということでありますが、来年、第６期計画を策定するにあたって、よ

り精度の高い将来予想というものを立てなきゃならない、そう思っています。ただ、基

本的には、この後、団塊世代等がそれこそ高齢となっていく段階では、いわゆる対象者

ニーズが増えていくというふうに捉えています。そこで在宅と施設入所というものを、

いわゆる効率のいい、そしてニーズに合った対応をしていかなければならないというこ

とを基本にしています。

以上です。

○副議長（佐々木嘉一） 14番藤原典男議員。

○１４番（藤原典男） 傾向については今後団塊世代があるということで、そういうこと

を捉えながらまずやっていくということはわかりました。

そうすれば２つ目の問題に入りますけれども、経済的理由で低所得者の方が入居困難

ということについては、いろいろな策があると、政策があるということをお聞きしまし
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たけれども、具体的に入居費とか食事等の関係の限度額とかその数字的なことを具体的

にお聞きしたいんですけども、どうでしょう。

○副議長（佐々木嘉一） 鈴木福祉保健部長。

○福祉保健部長（鈴木 司） 施設サービスを利用した場合の負担額ということで、介護

保険法の中に居住費、あるいは食費の負担限度額が定められています。この中では、第

１段階、第２段階、第３段階と区分されていまして、利用者負担額ということでは、通

常の施設入所の関係でユニット型個室で1,970円のところが、いわゆる第１段階、本人

及び世帯全員が住民税非課税、そして老齢福祉年金等の受給者、生活保護の世帯につい

ては、ユニット型個室が820円と限度額が定められています。食費についても300円と

なっています。それから、第２段階では、世帯全員が住民税非課税で合計所得金額プラ

ス課税年金収入80万円以下の人が、1,970円のところが820円、食費についても390円。

第３段階は、それ以外の人ということで、ユニット型が1,310円、食費が650円というこ

とになっています。

以上です。

○副議長（佐々木嘉一） 14番藤原典男議員。

○１４番（藤原典男） 具体的な数字、第１、第２、第３段階ではこういうふうに食事と

か居住費がこういうふうになるということ、わかりました。

それで、行政として相談の関係なんですけれども、今のところはないということを

言って、答弁の中ではありましたけれども、実は水面下では、やはり介護施設を利用し

たくても余りにも年金が低くて利用できないという方もいるんです。ですから、これら

の人たちがやはり相談した際には、親身に相談していただきたいということについては

どのようにお考えですか。

○副議長（佐々木嘉一） 鈴木福祉保健部長。

○福祉保健部長（鈴木 司） 相談業務については、包括支援センターを窓口として種々

対応にあたっています。いずれいろんな方々がいまして、そうした中でのいわゆる住宅

の入居に始まって介護の問題、いろんな問題に対して事細かに現実に対応しているのが

現状です。いずれ一例として挙げますと、一人の方が、いわゆるこれまで保護なり受け

ていた方が亡くなっていたと。そうすれば、そういう場合についての後の処理等々もす

べからく市の方で対応していると、相談業務としてやっているという現状であります。

以上です。
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○副議長（佐々木嘉一） 14番藤原典男議員。

○１４番（藤原典男） １番の介護老人施設の今後の見通しについてはわかりましたので、

次に移りたいと思います。

６次産業化の取り組みですけれども、今年度、産業課内に６次産業化担当の職員を配

置したということでプロジェクトの話も出されましたし、それから農業認定者の方、そ

れから農業後継者の方を、講演とかいろいろなことを取り組んでいるということですけ

ども、本格的な取り組みはまずこれからだと思いますが、農業者、それから加工者、販

売業者のこれからの連携というかね、この連携の取り組みの何というかチームをつくる

という上での可能性というのはどのようにお考えでございましょうか。

○副議長（佐々木嘉一） 児玉産業建設部長。

○産業建設部長（児玉俊幸） 14番藤原議員にお答えを致します。

それぞれの連携ということでございますけれども、今、食菜館の方では加工グループ

というものがありまして、その方々が13グループあっていろんな加工をしております。

その中でやはり売れ筋というものが当然あるわけでございまして、それをこれから伸ば

していくということをまず一つの方法なのかなということも、まず今現在としては考え

ているところでございます。

それから、それぞれの業者の方々が、業者とそれから生産者、それから販売というよ

うな連携については、なかなかどの物を作っていくのかということがこれからの課題で

ございますので、その辺につきましては今後検討していきたいと現在進めているところ

でございますけれども、そういう方々との連携を含めながら６次産業化のどういう品目

をやっていくのかということをこれから協議をしていきたいと思っております。

以上でございます。

○副議長（佐々木嘉一） 石川市長。

○市長（石川光男） 今の連携のことについては産建部長が答弁したとおりでありますが、

私は当初、それぞれの６次産業化についてはそれぞれの団体組合員がやったものを市が

サポートすると、こういうような考えで進んでまいりますし、今もそう思っております

が、連携となるとなかなかそうはいかないということで、やはり行政も仲立ちをしなけ

ればならないということで、今、産業部長が言ったとおりですが、それと同時に民間の

方々とも連携が必要ではないかと思っていますので、それらも含めたことをこれから進

めてまいりたいと思っております。
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○副議長（佐々木嘉一） 14番藤原典男議員。

○１４番（藤原典男） 市がサポートしていく、民間の連携をとっていくという考え方に

ついては、今答弁あったとおり私もそのとおりだと思いますので、これについては了解

致しました。

２番目のところなんですけれども、特別チームを立ち上げる考えがあるのかというこ

となんですけれども、今立ち上げてやっていこうとしているということですけれども、

このメンバーとか、どういうふうな方、役場内の方もこの今考えているのかどうか、そ

こら辺について特別チームの考え方について伺いたいと思います。

○副議長（佐々木嘉一） 石川市長。

○市長（石川光男） 産業部長、腹案あるかと言ったら今のところはまだないということ

ですので、今後進めてまいりたいと。

○副議長（佐々木嘉一） 14番藤原典男議員。

○１４番（藤原典男） 特別チームについては是非頑張っていただいて、能力のある方が

この６次産業を進める上で力を発揮していただけるように配慮していただきたいと思い

ます。

まず、６次産業化の取り組みについては終わります。

それから、福祉灯油について伺います。

国や県に働きかけるべきだということで、既に市長会で要請しているということなん

ですけれども、いつ市長会やったかちょっとわかりませんけれども、今後寒くなるにあ

たってやはりもう１回２回なり、ほかの市長にも呼びかけて知事の方に働きかけていく

ということが必要だと思うんですけれども、そこあたりの考え方についてはどうでしょ

うか。

○副議長（佐々木嘉一） 石川市長。

○市長（石川光男） 答弁で、市長会の方を通して国・県へ要望していくということです

が、10月１日に男鹿市で秋田県の市長会がありますので、その席で潟上市の提案として

今言う国・県に働きかけるということを、文言についてはまだ決まっておりませんが、

そういうような提案を潟上市でしたいと考えています。

○副議長（佐々木嘉一） 14番藤原典男議員。

○１４番（藤原典男） 10月１日、ちょうど時期的にもいいタイミングだなと思いますの

で、是非ハッスルして頑張って、市長、こうしていただきたいと思います。
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それから、前回規模の取り組みということでは1,000万円ほどということなんですけ

れども、これについてはまずわかりましたが、３番のところ、福祉灯油の事業を行うこ

とは検討すべきだと思いますが、これについての見解ということでは、市独自にやるお

つもりはあるのかどうか、そこら辺についての考え方を伺いたいと思います。

○副議長（佐々木嘉一） 石川市長。

○市長（石川光男） 原則は国・県の方でということですが、前にも市単独でやった経緯

がありますので、そこら辺も考慮に入れながら進めていきたいと思います。

○副議長（佐々木嘉一） 14番藤原典男議員。

○１４番（藤原典男） 市単独でやったという経緯もあるので考慮しながらということで

すけれども、是非実現できるように、こちらの方でも何というんですか、要望というか

要請したいと思います。

以上で終わります。どうもありがとうございます。

○副議長（佐々木嘉一） これをもって14番藤原典男議員の質問を終わります。

次に、15番西村 武議員の発言を許します。15番西村 武議員。

○１５番（西村 武） それでは、ただいまより一般質問をさせていただきます。

第３回定例会において一般質問の機会を与えていただきましたことに感謝を申し上げ

ます。また、日頃、市政発展のためご努力をなされております市当局のご労苦に対しま

しても敬意と感謝を申し上げます。

さて、私は先に提出しておりました通告書に基づきまして、通告書は３点でございま

すけれども簡潔に質問致しますので、関係当局の誠意ある答弁を求めたいと思います。

質問の１点目は、高齢者の社会的孤立と認知症の対応についてお尋ね致します。

少子高齢化時代に伴い、社会的孤立状態に陥る高齢者が増えております。こうした高

齢者をどのように支えていけばよいのか。厚生労働省研究班の推計によると、国の65歳

以上の高齢者は2012年の調査時点で約3,079万人、そのうち認知症の人は462万人であり

ました。また、認知症になる可能性がある軽度認知障がいの人も約400万人と推定され、

65歳以上の約４人に１人が認知症か、その予備軍であると言われております。その大き

な原因は、社会的に孤立状態に陥る高齢者が多いことも調査の結果で判明しております。

高齢者人口は今後も増え続けるため、孤立する人も増加するものと予想されておりま

す。孤立が増えることで気づきが遅れて、認知症が進み、外に出ないことから運動機能

が低下して介護を受ける人が増える可能性が高くなるとも言われております。今後大幅



- 119 - 平成25年第３回定例会

に増える医療や介護分野の費用を抑制する観点からも、その対策が必要不可欠と思いま

す。

本市の場合も例外でなく、認知症と認められた方々や予備軍も含め約1,300人おり、

今後とも増加の一途をたどると思います。この方々を支えていくためには、家族だけで

なく地域全体で正しく理解し合うことが必要と思います。そのような観点で、次の３点

について伺います。

その１点目と致しまして、高齢者の孤立化の対応について、どのような方策をとって

いるのか。

２点目と致しまして、認知症の方に対し、正しく理解を促すための養成講座などの開

催を行う必要があると思うが、これはサポーターや家族を含む、実態はどのようになっ

ているのか。

３つ目は、地域全体で支え合う対応について、その方策はどのようになっているのか。

以上３点についてご所見を伺います。

次に、２点目と致しまして、シニア世代に対し、イベント的サービスと対応について

お尋ねを致します。

９月16日敬老の日、本市の対象人口は75歳以上で5,070人と伺っております。この

方々は、戦後の国や地方復興のため日夜努力を致し働いてこられた方々であり、心より

敬意を表したいと思います。

こうした観点からかもしれませんが、全国各地で敬老の日を中心に様々な無料イベン

トを予定しているようです。例えば、札幌市のＪＲタワー展望室の開放や福岡市の福岡

タワー、あるいは茨城県ひたちなか市の海浜公園などのその他たくさんの地域で実施を

予定しております。

本市の場合、高齢者に対しいろいろな形でサービスを行っていることは理解しており

ますが、年に一度イベント的サービスもあってよいのではないかと思い、これらに対し

てどのようなご所見なのか伺います。

その１点目と致しまして、75歳以上の方々の例えば温泉割引のサービスなど。

その他市が可能と思われるものについて。

以上２点についてご所見を伺います。

３点目でございますけれども、近代行政と予算についてお尋ねを致します。

「行政の近代化」や「予算の近代化」ということが非常に言われるようになりました。
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殊に市町村合併以来、一部には自治の近代化ができなければ合併の意義が失われるとさ

え言われております。確かに市町村合併は、行政の効率化を図るため、また、規模を拡

大することによって行政の水準を高め、財政規模を広げて潜在力を増強させるのが目的

であったと思います。よって、近代化への努力がいろいろな面でやりやすくなり、効果

を挙げている自治体が多いと聞かされております。

行政の近代化は合理化と効率化ということですが、本市の場合も合併９年目となりま

した。常に心がけ、努力されてきたことに対し評価をしておりますが、さらに今後の取

り組みなどについて、そのご所見を伺います。

（１）今後の行財政運営と予算の合理化・効率化の対応についてどのようにお考えな

のか、そのご所見を伺います。

以上で１回目の質問を終わらせていただきます。

○副議長（佐々木嘉一） 当局からの説明を求めます。石川市長。

○市長（石川光男） 15番西村武議員の一般質問の３つ目の「近代行政と予算について」

は私が、１つ目の「高齢者の社会的孤立と認知症の対応について」は福祉保健部長が、

２つ目の「シニア世代に対するイベント的サービスと対応について」は副市長がお答え

を致します。

はじめに、行政の近代化、つまりは行政の合理化と効率化ということで、これまでの

行政改革について申し上げます。

市では簡素で効率的な行財政運営を目指し、平成17年度から行政改革大綱を策定し、

組織機構の簡素・効率化や職員定数の適正管理等に努めてまいりました。

平成21年度に策定した第２次行政改革大綱では、これまでの取り組みを踏まえた上で、

その内容をさらに見直しております。現在取り組んでいる行政評価などは、まさに合理

化と効率化のためのツールであります。今後とも、より合理的かつ効率的な行財政運営

を行っていくために、第２次行政改革大綱及び集中改革プランの適切な運用を図ってま

いります。

昨年度実施した行政評価では、36の施策について内部評価を行い、さらにそこから抽

出した16の事務事業については行政改革推進委員による外部評価を行い、市民の視点か

ら意見や提言をいただきました。この結果については広報５月号やホームページにも掲

載しております。

外部評価を行ったことにより、行政評価導入の目的の一部ではありますが職員の意識
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改革や説明責任の向上につながったと捉えております。今後は、さらに一歩進んで事務

事業の統廃合や効率化、予算の削減につながるよう努力してまいります。

６月定例会でも申しましたが、これまで、平成18年に策定した「潟上市総合発展計

画」に基づいて行財政運営を行ってまいりました。「前期基本計画」の進捗状況につき

ましては、計画に盛り込んだ具体的な取り組み288項目のうち271項目については実施や

実施に向けた検討が行われております。

また、本市の最重要課題である新庁舎建設事業につきましては、今議会で本体建築工

事の契約についての議決をいただき、着実に前進しております。

行政運営にあたっては、平成23年度を初年度とする「後期基本計画」を基本とするの

はもちろんのことでありますが、計画策定後、新たに発生した課題についても的確に対

処してまいります。

続いて予算の近代化、つまりは予算の合理化・効率化について申し上げます。

財政運営については、潟上市誕生以来の行政改革の成果もあり、今議会で報告してお

りますように、実質公債費比率や将来負担比率といった財政健全化比率が着実に改善し

ております。それこそ、予算の近代化の成果を端的に示しているものと思います。

財政運営にあたっては、今後もより効果的かつ効率的な手法を検討してまいりますの

で、ご理解いただきますようお願いを致します。

○副議長（佐々木嘉一） 鈴木福祉保健部長。

○福祉保健部長（鈴木 司） 西村武議員の一般質問の１つ目「高齢者の社会的孤立と認

知症の対応について」お答え致します。

ご質問の１点目「高齢者の孤立化の対応について、どのような方策をとっているの

か」ということについてお答え致します。

本市においても、少子高齢化、核家族化の急速な進行などにより、平成25年７月現在、

65歳以上のひとり暮らし高齢者は705人、高齢者のみの世帯は476世帯で、年々増加する

傾向にあります。

このことから、潟上市総合発展計画後期基本計画において地域福祉の推進を重点施策

と位置づけ、行政・社会福祉協議会・民生児童委員などが協力して、きめ細かい福祉活

動を展開しております。

具体的には、見守りの必要な高齢者を地区民生児童委員が中心となって定期的に見守

りを行うネットワーク活動、引きこもりがちな高齢者に交流の場を通して親睦を深める
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ためのひとり暮らし交流会や高齢者ふれあいサロンの運営、ひとり暮らし高齢者宅を警

察・消防・民間業者などが連携し定期的に巡回する安全パトロールの実施、また、今年

７月には県内初の「郵便局との災害発生時の対応と高齢者等の見守り活動の相互協力に

関する協定」を締結しております。

今後とも高齢者の社会的孤立に対応するために、見守り等の支援体制の一層の充実と

ともに、高齢者が積極的に仲間づくりを進め、活発な交流が図られるような環境づくり

に努めてまいりたいと考えております。

ご質問の２点目「認知症の方に対し、正しく理解を促すための養成講座などの開催」

についてお答え致します。

本市の認知症高齢者の状況は、平成24年度中の新規介護認定申請者399人のうち、

23.4％の約93人が認知症により介護認定を受けており、疾病要因でも最も高い割合と

なっております。

このことから、「潟上市老人福祉計画・介護保険事業計画（第５期）」においても、

重点施策として認知症高齢者支援施策の充実のため「認知症サポーター養成講座」を開

催して、地域で認知症高齢者を支える担い手の育成に取り組んでいるところであります。

講座では、認知症の正しい知識、本人やその家族との接し方などを学び、修了者には

認知症サポーターの証としてオレンジリングを授与しております。これまでに1,610名

の方が受講し、うち671名の中学生も含まれております。

今後とも、認知症についての理解と支援の輪を広げるため、各地域や中学校などで講

座を開催し、サポーターの養成に努めてまいります。

質問の３点目「地域全体で支え合う対応について」お答え致します。

認知症の高齢者ができるだけ地域で自立した生活を送り、家族の負担軽減を図るため

には、症状の早期発見と適切な介護サービスを提供する支援体制が重要と考えておりま

す。

このことから、次の３点を重点項目に掲げております。

１点目は、介護予防講座・学習会の開催であります。

介護予防に取り組む市民や高齢者を対象に講座や学習会を開催して、介護予防の必要

性とともに認知症に関する正しい知識や接し方等について理解を深める機会としており

ます。こうした講座や学習会を通して、地域での交流を深めながら、一人一人の生きが

いづくりにつなげてまいりたいと考えております。
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２点目は、支援体制の強化であります。

相談窓口として、地域包括支援センター、各地区在宅介護支援センター、社会福祉協

議会が家族、民生児童委員、自治会の方々の相談に応じ、認知症高齢者の安全に配慮す

るとともに、家族の介護負担の軽減を図るために各関係機関と連携し支援に努めている

ところであります。

３点目は、介護サービスの適切な提供であります。

市内事業所の介護支援専門員で構成する介護支援専門員連絡会議を定期的に開催し、

認知症高齢者等の個別ケースについて専門的な見地から意見交換を行い、具体的なサー

ビス内容の検討、調整を図り、介護サービスの適切な提供の支援に努めております。

今後とも、認知症高齢者本人ができる限り住み慣れた自宅や地域で生活を送ることが

できるよう、支援体制の充実に努めてまいります。

以上です。

○副議長（佐々木嘉一） 鐙副市長。

○副市長（鐙 利行） 15番西村武議員の一般質問の２つ目「シニア世代に対しイベント

的サービスと対応について」のご質問にお答え致します。

質問の１点目「75歳以上の方々の温泉割引などのサービスについて」お答え致します。

今日の私たちの暮らしが、家族のため地域のため渾身の努力を重ねてこられた先人、

諸先輩の汗と英知の結晶であることに、西村議員同様に心から深甚なる敬意と感謝を申

し上げます。

本市では、明日12日に敬老式を挙行致します。高齢者を敬愛し長寿を祝福するもので、

今年の対象者は75歳以上5,070人、祝い金の対象者573人、記念品の対象者361人となっ

ております。現在、本市における一大事業として鋭意準備を進めておるところでござい

ます。

ご質問の「温泉割引」については、大変貴重なご提言であると受け止めております。

ご承知のように、現在、「天王温泉くらら」については天王グリーンランド株式会社が

指定管理者となって運営していることや、他の施設等との兼ね合いなどがございますが、

鋭意前向きに協議検討してまいりたいと考えておりますので、宜しくご理解願いたいと

思います。

質問の２点目「その他、市が可能と思われることについて」お答え致します。

ご質問の例にあります展望塔天王スカイタワーについては、平成23年から老若男女す
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べての方が無料となっております。その他可能なものとしては、総合体育館やグラウン

ドゴルフ場の体育施設について、その利用のあり方等を検討してまいります。

先に公表された国の人口問題研究所における全国の将来人口推計では、これまで以上

に高齢者の増加率が顕著になっております。本市においても同様でありますが、潟上市

のまちづくりに尽力されましたシニア世代には、健康と社会参加をキーワードに、日々

元気で心穏やかに過ごされますよう、各種事業の推進に努めてまいります。

以上でございます。

○副議長（佐々木嘉一） 石川市長。

○市長（石川光男） サービスの点について私からも補足させていただきます。

今、副市長は、鋭意前向きに検討するということでございますが、それはそのとおり

ですが、私は先日、部長会議でこのような指示をしました。来年は潟上市が誕生してか

ら10周年だと。節目の年だと。もちろん記念式典はやらければならないんですが、その

ほかに部としても考えられるもの、あるいは全体として考えられるものを今から検討し

ておけと指示しておりますが、それ今15番さんの提言についても、この10周年記念事業

の範囲内で考慮すべきものもあるのではないかと考えているところを申し添えておきま

す。

○副議長（佐々木嘉一） 15番、再質問ありますか。15番西村 武議員。

○１５番（西村 武） まず１点目の高齢者の孤立化の対応については、というようなこ

とで、ただいま部長の方から懇切丁寧なご答弁をいただきました。要するに孤立化とい

うことなので、いかにしてそういう方々を交流させるか、あるいは外に出るような対策

をとるか、そういうことでございますので、是非ともそういう対策を、例えば生涯学習

を通じていろいろなイベントがありますね。料理教室、あるいは講座ですけれども、そ

ういうものにお誘いするとか、健康な方であれば外に出るようなそういう対策など是非

とも進めていただきたい。この点についてひとつ部長の方からご答弁をいただきます。

○副議長（佐々木嘉一） 鈴木福祉保健部長。

○福祉保健部長（鈴木 司） 西村議員にお答えします。

質問にありますように、それこそ認知、あるいはそうしたところから引きこもり等が

重なっていくということになりますと、それこそ予期しない悲劇というかそうしたとこ

ろにも結びつかないとも限らない。そんなこともありますので、大事なことはやはり地

域の中で声をかけ合うと。それぞれがそれぞれの立場、民生委員、自治会、それぞれ
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個々の方々がいわゆる声をかけ合ってネットワークづくりというものをやはり地域みん

なから起こしていくという、こういう仕組みを私ども行政としても進めていきたいと

思っています。

以上です。

○副議長（佐々木嘉一） 15番西村 武議員。

○１５番（西村 武） １点目のことにつきましては、是非ともひとつそのように努力を

していただきたいと思います。

２点目についても、今この養成講座、本市も大変よくやっていると感じました。これ

は全国では約412万人の方々がこういうサポーター講座を受けているということでござ

いますので、本市の場合も、もうこれに先駆けましてその養成講座を受講された方は

1,610名ぐらいいるということなので、是非とも今後ともみんなで支え合う福祉のまち

づくりということで進めていただきたいと思います。これには答弁はいりません。

この３つ目についても、養成講座、あるいはそういうもので支援体制を強化している

という答弁がございましたので、そしていかにしてよいサービスをするか、そういう検

討会も立ち上げてやっているということなので、是非ともそのように進めていただきた

い。これも答弁はいりません。

それから、２つ目のシニア世代に対してのイベントサービスの中で、75歳以上の方の

例えば温泉割引等につきましては、ただいま市長からも副市長からも、これは前向きに

検討すると。また、来年は潟上市合併して10周年ということで、そういう10周年の記念

の中にもそういうことを検討していきたいということなので、是非ともそのようにして

いただきたいと思いますので、２つ目の１点目についても答弁はいりませんし、２点目

についても、例えば先ほどグラウンドゴルフの話も出ましたので、是非とも、まず健康

づくりのためにもこの75歳以上、あるいは65歳でもいいけれども、一日ぐらいはグラウ

ンドゴルフサービス、無料の開放なんていうことも考えてもいいのではないかと思いま

すので、是非とも検討していただきたいと思います。

最後の３点目ですけれども、ただいま市長からは懇切丁寧な答弁をいただきまして理

解をしております。そういう中で本市は、これは全国的に人口は減少しておりますので、

やはりそれに伴って職員もまた減少につながっていくのではないかと思いますが、事務

の効率化、そういうものを図るためにも新機種の導入など、そういうものも考えながら

ひとつ行政の効率化を図っていただければと思いまして、これに対しても答弁はいりま
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せんので、以上満足しましたので宜しくお願い致します。

終わります。

○副議長（佐々木嘉一） これをもって15番西村 武議員の質問を終わります。

（「休憩」の声あり）

○副議長（佐々木嘉一） 休憩の声がありますが、そうすれば10分間、ここで休憩を致し

ます。

午前１０時５９分 休憩

…………………………………………………………………………………………………………

午前１１時１０分 再開

○副議長（佐々木嘉一） 休憩以前に引き続き会議を開きます。

４番藤原幸作議員の発言を許します。４番藤原幸作議員。

○４番（藤原幸作） まず、今定例会に質問の機会を与えていただきまして、本当にあり

がとうございます。

私から大きな項目３点でございますが細い項目が多いわけでございますので、ご答弁

は簡便に簡略に宜しくお願い申し上げたいと思います。

第１点の地域防災計画改正についてであります。

県は８月29日に、本県沖で３海域連動によるマグニチュード（Ｍ）8.7の巨大地震が

発生した場合の「秋田県地震被害想定調査」結果を公表した。秋田さきがけ新報の記事

を見ると、潟上市は、本県沖３海域連動のよるＭ＝8.7、最大震度６強の場合、全壊棟

数2,921棟、死者数262人、負傷者数1,124人、４日後避難者数１万2,661人と出ている。

秋田県全体の死者数は１万2,606人、まさに衝撃の数字であります。

市長の行政報告にも防災・減災対策について申し述べており、その中で「津波避難タ

ワー」視察研修、「秋田県地震被害想定調査」結果に基づき、地域防災計画の見直し、

作成の考えを表明しております。

これらを踏まえ、次の事項をお尋ねするものであります。本質的には潟上市地域防災

計画策定時に検討される事柄でありますので、基本的な考えを披瀝していただきたい。

１つ、地震被害想定調査結果における潟上市の地区別の細部数字は、どのようになっ

ておりますか。

２、津波避難タワー視察研修報告書において、タワーの課題、位置づけをどのように

盛り込まれておりますか。



- 127 - 平成25年第３回定例会

３、津波避難タワーを設置する場合の概算金額及び財源はどのようになりますか。秋

田県知事は定例記者会見で、タワーの補助はしないと言明しております。

４つ目、平成19年３月策定の潟上市地域防災計画【災害対策編】において、避難所は

施設管理とあるが、抜本的に変更の要があり、その対応策をどのように考えますか。

５つ目、現地域防災計画の避難対策に、高齢者、身体障がい者、これは精神的なもの

も知的なものも含めてでございますが、対策が欠落している。どのように策定する予定

ですか。

６つ目、潟上市地域防災計画改正の日程、方法はどのようになりますか。

地域防災計画改正にあたって、市長の所信をお伺い致します。

２点目でございますが、天王温泉くららについて。

今朝のさきがけ新報にもついておるわけでございますが、広報「かたがみ」９月号に

「天王温泉くらら」のお知らせで温泉井戸の故障を知りました。また、このたびの定例

会における市長の行政報告に、「故障は８月上旬、源泉井戸の復旧は難しい。今後新た

に温泉を掘削する方向で関係機関と協議を進めたい」とあります。内容を初めて知った

ところであります。温泉の看板で温泉が出ないということについて、利用する市民から

は今後どうなるのかと関心を高めているものと存じます。

そこで次の事柄についてお尋ねします。

「天王温泉くらら」の温泉効果、市民貢献をどのように評価しておりますか。これは

１つ目。

２つ目、現在までの源泉井戸設備投資の経緯と故障箇所及び故障要因は。

３つ目、源泉井戸のメンテナンスをどのようしておりますか。

４つ目、新源泉井戸構想の実現時期と投資額、財政見込みはどのようになりますか。

５つ目、新規投資額の費用対効果の検討はどのようになりますか。

６つ目、現在の燃料方式と新源泉井戸の燃料対策はどのように変わりますか。

７つ目、平成25年度予算の入湯税は3,592万1,000円。減額見込みはどのようになりま

すか。

天王温泉くららについて、市長の所信をお伺いします。

３点目は、地域課題でございます。

地域課題５項目についてお尋ねするものであります。

１つは、大沢林道の舖装についてであります。
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農地集積加速化基盤整備事業による昭和豊川地区圃場整備事業の本年度分は12月20日

の工期であるが、市のご指導、ご支援、関係者の連携のもとに工事が順調に推移してい

ることは大変喜ばしいことであります。

工事区間にある大沢林道も、市当局の基盤整備事業に対するご理解によって、設計に

基づく敷設替えが施行されております。過去、この大沢林道は大雨の際には、道路の細

石等が田、水路に流入し、その都度いたちごっこのように改修工事に予算を投入してき

た歴史があります。

このたびの基盤整備にあたって、将来、おおよそ延長１キロメートルを舗装し、災害

防止と農業基盤の強化を図ることも喫緊の課題であります。大沢林道の舗装について、

市長の所信をお伺いします。

２つ目、休養林施設の管理運営についてであります。

広域基幹林道五秋線沿いの仁山々岸地区にある「緑と自然散策の森」の休養林は、

1987年（昭和62年）に新林業構造改善事業、新林構事業でありますが、で敷設されてか

ら26年が経過しております。この間、規模は大幅に縮小され、休憩施設、トイレ建物も

危険な状態のまま放置されており、樹木も大きく伸び、除間伐が必要です。現在は散策

路の草刈り管理だけとなっております。

開設当初は保育所や小学校の子供たちでにぎわったのですが、最近は訪れる人も稀で

す。森林浴散策者の減少は、広域農道の開通に伴う車両通行量の減少、施設の老朽化、

ヤマビル等の課題もあるかもしれません。

休養林施設について、市長の所信をお伺いします。

次の３点は、旧昭和町から引き継がれた不稼働資産となっている普通財産についてお

尋ねするものであります。

３つ目の大久保今潟の圃場についてであります。

湖東農免道路にかかる馬踏川大橋周辺の大久保今潟地区に、し尿処理関連で取得した、

地目、田、面積7,295㎡（７反３畝）の土地があります。今後は購入用途として活用さ

れることはないと存じます。また、草刈り等の管理も容易でありません。周辺圃場の所

有者からは適正管理の声もあがっております。

圃場の利活用について、市長の所信をお伺いします。

適正管理の声があがっていると申し上げましたが、最近きれいに刈り込んであって周

辺の農家も感謝しているというふうな声も寄せられております。
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４つ目、豊川槻木地区の土地についてであります。

豊川の県道古井内大久保停車場線から市道、市の道路ですね、荒屋株山線に入り荒長

根方面に向かう入り口付近の道路を挟んで、圃場整備関連で取得した雑種地8,564㎡

（８反６畝）の土地があります。旧町時代から宅地化が叫ばれてきた土地でありますが、

現況は市において草刈り管理しているだけであります。

この土地の利活用について、市長の所信をお伺いします。

最後でありますが、５つ目、山田土取り場跡地についてであります。

高速道の土取り場であった通称山田地区の土地は、地目、山林、面積９万9,811㎡

（約10町歩）であります。竜毛下から山田集落に入る位置と高低差もある土地であり、

また、石川理紀之助翁施設の周辺の地域であることから開発等は困難を伴うことと存じ

ますが、山田全体の風致を考えて対応することも可能と考えられます。

この土地の利活用について、市長の所信をお伺いします。

宜しくお願いします。

○副議長（佐々木嘉一） 当局から説明を求めます。石川市長。

○市長（石川光男） ４番藤原幸作議員の一般質問の１つ目「地域防災計画改正につい

て」は私が、２つ目の「天王温泉くららについて」は副市長が、３つ目の「地域課題に

ついて」は総務部長がお答えを致します。

１点目の「地震被害想定調査結果における潟上市の地区別の細部数字はどのように

なっているのか」につきましては、「秋田県地震被害想定調査報告書」には市町村単位

での調査結果となっており、合併前の旧町単位での数値は示されておりませんので県へ

問い合わせ致しましたが、地区ごとの数値を積み上げしたものではなく潟上市全体とし

ての調査結果であることの回答でありました。この回答については私も納得できない状

況であります。

今回の調査報告書では、想定地震として国の資料や過去に発生した地震をもとに、単

独地震や東日本大震災を参考に「想定外をつくらない」という考えのもと、陸域地震21

パターン、海域地震６パターンの27の想定地震を設定した被害想定を行っております。

潟上市において特に被害が大きい想定地震としては、陸域地震では西暦830年２月３

日、今から1183年前に発生した秋田県沿岸内陸部を震源としたマグニチュード７の天長

地震規模となりますと、建物被害では全壊家屋が3,651棟、人的被害では死者数が216人

となっております。また、日本海を震源とする連動地震が発生した場合では、全壊家屋
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が2,921棟、人的被害では死者数が105人、津波による死者数は157人と想定されており

ます。

２点目の「津波避難タワー視察研修報告書において、タワーの課題、位置づけをどの

ように盛り込まれているか」につきましては、視察に参加した地区の代表者からの意見

として、視察先の静岡県御前崎市、掛川市、沼津市は、温暖な太平洋側に位置している

が、潟上市のような日本海に面した東北地方では雪に対する対応も必要ではないかとの

意見が出されたほか、高齢者や車椅子の利用者など災害時要援護者に対する対応も必要

になるのではないかとの意見も出されております。

また、避難タワーの設置場所については、被害想定で示されている津波到達時間の32

分以内に避難できない地区に重点を置きながら、地域住民の意見を十分に考慮した対応

が必要になるものと考えております。

３点目の「津波避難タワーを設置する場合の概算金額及び財源はどのようになるか」

につきましては、津波避難タワーの建設費は避難者の収容人数や設備内容等で大きく違

いがありますが、視察した各市の施設では約3,000万円から１億円との説明がありまし

た。設置する場所によっては基礎地盤等を考慮する必要もあることから、今後、各メー

カー等から情報を集めたいと考えております。

また、財源については、県からの情報として、防災対策事業のうち緊急に実施する必

要性が高く、即効性のある防災・減災のための地方単独事業を対象とした「緊急防災・

減災事業債」として100％充当、交付税算入率70％となる事業や、70％充当、交付税算

入率30％となる「防災対策事業債」を使用できるとのことでありますから、今後も県と

の連携をとりながら情報収集したいと考えております。

４点目の「平成19年３月策定の潟上市地域防災計画において避難所は施設管理とある

が、抜本的に変更の必要があり、その対策をどのように考えるか」につきましては、現

地域防災計画は「風水害等対策編」と「震災対策編」から構成されておりますが、今後

は、東日本大震災を踏まえ、減災の視点を取り入れた全面的な見直しを行うこととして

いるほか、新たに「津波災害対策編」を新設することとなっております。

今回の「秋田県地震被害想定調査」では、海域ＡＢＣ連動地震の発生による津波で最

大で１万2,661人の避難者が出る予測となっているため、民間施設についても避難場所

として活用できるよう検討するとともに、ご指摘の内容も含めて適切な対応策を盛り込

みたいと考えております。
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５点目の「現地域防災計画の避難対策に、高齢者・身体障がい者の対策が欠落してい

る。どのように対策する予定か」につきましては、現地域防災計画の風水害対策編に災

害時要援護者の安全確保体制の整備と緊急支援対策として、高齢者・病弱者、心身に障

がいを持つ者、乳幼児を含む児童等に対する対応を示しているほか、平成22年３月には

「潟上市災害時要援護者支援計画」を作成しておりますが、今後の地域防災計画の見直

しにおきましては、さらに具体的で詳細な対策を盛り込むことにしております。

６点目の「潟上市地域防災計画改正の日程、方法はどのようになるか」につきまして

は、行政報告にもありましたように、内閣府において震源モデルを検討し今年度末に発

表することや、見直し後の県の地域防災計画が今年度末までに示されることとなってお

りますことから、国及び県との整合性を図る必要を考慮しながら、平成26年度末の完成

を目指して「潟上市防災会議」において作業を進める予定になっておりますので、ご理

解賜りますようお願い致します。

以上です。

○副議長（佐々木嘉一） 鐙副市長。

○副市長（鐙 利行） ４番藤原幸作議員の一般質問の２つ目「天王温泉くららについ

て」お答え致します。

行政報告でも報告あったとおり、「天王温泉くらら」では源泉井戸の故障により源泉

の供給ができない状況となっております。早急に温泉井戸の調査業務委託契約を締結し、

９月中旬に最終調査結果が提出されますが、中間報告では従来地下750メートルから温

泉を汲み上げていたものが480メートル付近で土砂が詰まっている状況にあり、源泉井

戸の復旧は難しい状況であるという報告を受けております。

今後、新たに温泉を掘削する方向で関係機関と協議を進めたいと考えておりますので、

議員の皆様から何とぞご理解くださるよう、宜しくお願い申し上げます。

質問の７つの項目について順を追ってお答え申し上げたいと思います。

まず「天王温泉くらら」の温泉効果と市民貢献の評価ですが、平成10年10月オープン

から平成24年度末までの来場者は411万人となっており、年平均27万人が訪れておりま

す。誘客・集客の中核施設、また市民の保養施設としての役割は大きいと考えておりま

す。

現在までの源泉井戸の設備投資は、平成８年度の温泉井戸掘削に9,720万円、平成19

年度の楊湯管の洗浄・浚渫に1,580万円を投資しております。
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故障箇所、故障要因は前段に述べましたとおりでありますが、最終調査結果が提出さ

れ次第ご報告致します。

源泉井戸のメンテナンスについては、基本的に温泉は自噴していることから揚湯管だ

けではメンテナンスができませんが、貯湯タンクの水量の監視や汲み上げポンプの更新

を行っております。

新源泉井戸については、鉱業権者からの掘削にかかわる承諾に１カ月、温泉法に基づ

く温泉掘削等の許可申請に２カ月、掘削工事、温泉の成分分析に４カ月、設備工事に１

カ月で、温泉風呂再開には平成26年、来年の６月頃を見込んでおります。

投資額は１億円程度を見込んでおり、今のところ市単独事業となる見通しであります。

費用対効果については、県内最大級の温泉施設として、鞍掛沼公園及び食菜館くらら、

グランパスくらかけ、フットボールセンター等の施設と協同して誘客・集客に大いに貢

献できると考えております。

また、現在の源泉井戸は施設まで約700メートルの距離にあるため、お湯を送る際に

湯温が低下し施設で温度を上げておりますが、湯温を上げておりますが、新源泉井戸に

ついては施設に近い位置にするよう調査を進めております。それにより温度を上げるた

めの光熱費等のコスト削減を目指すものであります。

入湯税については、源泉風呂の停止により８月下旬から徴収していない状況にあり、

平成25年度見込みで1,250万円であります。これは平成24年度決算額3,678万円を大きく

下回り、前年対比34％の徴収率となる見込みであります。

以上でございます。

○副議長（佐々木嘉一） 幸村総務部長。

○総務部長兼新庁舎建設室長（幸村公明） ４番藤原幸作議員の一般質問の３つ目「地域

課題について」お答え致します。

ご質問の１点目、大沢林道の舗装についてお答え致します。

ご承知のとおり、昭和豊川地区農地集積加速化基盤整備工事が平成25年12月20日まで

を工期として行われております。

工事区間にあります大沢林道につきましては、基盤整備事業により林道移設工事が行

われておりますが、従来の林道については、大雨の際にはご指摘のとおり砕石・土砂等

が流れ、農地への流入や道路法面の損壊がありました。

今回の移設によりまして状況が変わりますので、今後の状況を見極めながら、舗装が
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必要と判断した場合は補助事業等、関係機関と協議を重ねながら検討してまいります。

ご質問の２点目、休養林施設の管理運営についてお答えします。

昭和緑地休養施設は、藤原議員がご案内のとおり、昭和62年に開設され、当初は自然

に親しむ施設として園児、学童を中心に多くの人々が訪れていたことは、ご承知してお

ります。一方、施設内に給水施設がないことや集落からの距離が遠いことなど、気軽に

利用しにくい面もあったと聞き及んでおります。

現在は、ヤマビル生息地の拡大に伴い、施設内でヤマビルによる被害が発生している

こと、広域農道秋田五城目線の開通により施設に通ずる五秋林道の利用者が著しく減少

したことなど、複数の要素が絡み合って施設を利用する方はごく少数となっております。

特にヤマビル被害が発生しているということは、施設管理者として施設の利用につい

て検討すべきと考えております。今後、施設の利用も視野に入れ、豊川コミュニティや

施設の清掃を委託しております仁山町内会等の地域を代表する方々と協議をしてまいり

ます。また、老朽化により危険性のある施設内建築物につきましては、早急な撤去を検

討してまいります。

ご質問の３点目、大久保今潟の圃場についてお答え致します。

ご質問にありますとおり、この土地は、し尿処理場用地として旧昭和町において取得

したものであります。

今のところ具体的な利活用については検討しておりませんが、圃場の中に位置し、農

業振興地域の指定を受けていることから利用形態は限られてまいります。周辺所有者の

耕作に支障がないよう、適正管理に努めてまいりたいと考えております。

ご質問の４点目、豊川槻木の土地についてお答え致します。

この土地は、豊川槻木地区の圃場整備に伴って生じた創設非農地であり、平成17年に

潟上市になってから取得しております。

この土地につきましても今のところ利活用について検討はしておりませんが、周辺に

農地や民家があるため、耕作等に支障がないよう適正管理に努めてまいりたいと考えて

おります。

ご質問の５点目、山田土取り場跡地についてお答え致します。

ご質問にあるとおり、この土地は高速道路関連道路としてアクセス道整備のための土

取り場として旧昭和町において取得したものであります。

現在では公共工事で発生する建設副産物のストックヤードとして利用されており、当
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分は現状のままで続くと思いますので、新たな開発等による利活用については検討して

おりません。

ただいま申し上げました３点目から５点目の土地の有効利用につきましては、市でも

検討してまいりましたが、有効な利用方法が見つからないまま現在に至っているもので

ございます。妙案がありましたら議員の皆様からもご提案をいただきながら、有効活用

してまいりたいと考えておりますので、宜しくお願い致します。

以上であります。

○副議長（佐々木嘉一） ４番、再質問ありますか。

○４番（藤原幸作） ３点目の４の豊川槻木地区の土地について、このことにつきまして

は潟上市になってから購入したということでございますが、適正管理だけという今お答

えがございました。旧昭和町時代もあそこを宅地化して、いわゆる地区の児童の減少対

策できないかというふうないろいろ検討された地域でございます。いわゆる豊川小学校

の児童が減少するので、あそこへ宅地化できないかということもございました。そうい

う観点から見ると、潟上市におきましても住宅地として大変あそこは適正なところだと

いうことも言えると思いますので、そういういわゆる人口対策としてあそこへ宅地化す

るという構想については市長はどのようなお考えを持っているものですか。

○副議長（佐々木嘉一） 石川市長。

○市長（石川光男） 再質問にお答えします。

今、３点目の件については住宅地として住宅の建設を考えられないかということであ

りますが、今ご承知のように潟上市では天王地区で老朽化した耐用年数が過ぎた住宅が

たくさんあります。これがまず第１ということを考えていますが、その例えば藤原議員

がおっしゃったその場所の住宅地については、はっきり言って私、現地まだ見てません。

恥ずかしいんですが。こういうこと、現地見させていただきながら、この後ご提言も含

めて考えていきたいと思います。

○副議長（佐々木嘉一） ４番藤原幸作議員。

○４番（藤原幸作） 質問事項は以上で終わりますが、２つ目に質問した天王温泉くらら

等については、私どもは広報を見るまで、それから市長の行政報告まで中身はわかりま

せんでした。しかし市民からは、議員はそういう情報はとっくに知っているんだろうと

いうことがよく言われますので、恐らく私だけでなくてほかの議員もそうじゃないかと

思いますので、将来やはり大きく投資する事項でございますので、こういう大きな情報
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については議員にいち早く知らせるということも非常に大事じゃないかということを申

し上げまして、私の質問を終わります。ありがとうございました。

○副議長（佐々木嘉一） 石川市長。

○市長（石川光男） 今のくららについても、ごもっともで、実は私も朝、犬の散歩の途

中で、ちょっと市長待てと。温泉くららねぐなるって本当だがと。何でやと言ったら、

湯出ねぐなるというような話でびっくり致しまして、広報にまず知らせるべきだという

ことも含めて今後はいち早く、議会の皆さんにもそういう情報はいち早く発信していき

たいということを約束します。

○副議長（佐々木嘉一） これをもって４番藤原幸作議員の質問を終わります。

２番大谷貞廣議員の質問を許します。２番大谷貞廣議員。

○２番（大谷貞廣） 通告に従いまして一般質問させていただきます。

人口減少の対応についてでありますけれども、その中で秋田型地域支援システムの対

応と取り組みについてでありますけれども、今朝ほどメディアで、この対応についてそ

の内容が新聞に出ておりました。それでいかがかなと思っておりますんですけれども、

通告に従いまして質問をさせていただきます。

潟上市の人口は、合併直後の平成17年国勢調査で３万5,814人が平成22年で３万4,422

人、3.8％の減少になりました。世帯数は、平成17年１万1,951世帯があり、平成22年に

は１万1,936世帯と、ほぼ横ばい傾向にある。総人口とともに１世帯当たりの人数も減

少傾向にあり、核家族化や高齢者などのひとり暮らし世帯、夫婦のみの世帯が多くなっ

ているものと考えられます。人口動態は、自然動態、社会動態とも平成16年以降減少傾

向にあり、減少数は次第に多くなっております。

今年３月、国立社会保障・人口問題研究所が将来推計人口を発表しました。本県の人

口が40年には70万人を切ると見通しを示した。07年の推計と比べ減少のスピードが加速

するとの見方であります。

人口減は地域の活力衰退や経済活動の減少につながり、住民へのサービス水準をいか

に維持していくかが課題と考えられます。地域機能の低下を防ぐには、行政、住民、企

業、各団体の協働が欠かせない方策と考えます。県総合政策審議部会で人口減少社会を

見据えた対策の方向性を示しました。本市の将来展望の見解を伺います。

先ほど言いましたのですけれども、秋田型地域支援システムへの対応と今朝ほど新聞

に出ております。以上宜しくお願い致します。
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○副議長（佐々木嘉一） 当局からの説明を求めます。石川市長。

○市長（石川光男） ２番大谷貞廣議員の一般質問、「人口減少の対応について」お答え

致します。

人口増のまちであった潟上市でありますが、平成22年の国勢調査では前回調査と比較

して3.8％、人口が減少しております。この背景には、自然減はさることながら地域を

取り巻く環境の厳しさが出た結果でもあると思っています。その一方で、日本が人口減

少時代に突入したことから、もはや各々の自治体だけの問題ではないことも事実であり

ます。

今年３月に「国立社会保障・人口問題研究所」が発表した将来人口の推計は、ショッ

キングなものでありました。今から27年後の2040年（平成52年）には、秋田県の人口は

約69万9.800人、潟上市は約２万3,500人となっております。これを平成22年と比較しま

すと、県人口は35.6％の減、本市人口は31.6％の減となります。

人口減少は、地域活力の低下、自治体の税収減に直結致します。行政サービスに充て

られる財源やマンパワーが減ったとしても、住みやすい地域づくりを進めるという自治

体の果たす役割に変わりはありません。事業の前例重視から真に必要な事業を見極める

力・判断力が、今後我々に求められていくものと考えております。

可能な限り人口減少を食い止めるための雇用、福祉、子育て、教育、産業など様々な

ジャンルによる総合的な対策に引き続き取り組みつつ、人口減に対応した現実的な手立

てを講じてまいりたいと思っています。

また、地域活力の低下を防ぐには、大谷議員のおっしゃるとおり市と市民等との協働

が欠かせません。自治体だけが住民の生活機能の維持を担っているわけではなく、自治

会はじめ地域の団体やＮＰＯなどが担える分野について更なる協力をお願いしていくこ

とも重要となります。

今年１月に施行した「潟上市自治基本条例」は、まさに「市民参画」と「協働」を

キーワードにまちづくりを一層推進していくことを宣言したものであります。この条例

をもとに、今後は人口減少を直視しながら行政運営を進めてまいりたいと考えておりま

す。

ご質問の「秋田型地域支援システムヘの対応と取り組みについて」でありますが、現

在、県では高齢者等が安全・安心に暮らしていくための新たな支援の方向性を検討して

おります。
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本市においても高齢化は着実に進んでおり、高齢者等の見守りや生活の安全確保など

の支援体制づくりが重要な課題となっております。市では、自治会や民生委員、市社会

福祉協議会の見守りネットワークによる高齢者世帯の安否確認に加え、新たに秋田中央

郵便局と潟上市の郵便局と協定を交わし、郵便配達員よる見守り活動が行われておりま

す。

高齢者等の生活支援については、今後も関係機関の協力を得て、見守り活動やボラン

ティアによる除排雪など秋田型地域支援システムと連携させながら支援活動を展開して

いきたいと考えております。

以上です。

○副議長（佐々木嘉一） ２番、再質問ありますか。２番大谷貞廣議員。

○２番（大谷貞廣） ありがとうございました。先ほども、今朝ほど県で発表しましたの

で十分わかっております。また、市でもいろいろな事業を展開して、どうあるべきかを

やっているのはわかりますんですけれども、推定人口、これ今から27年後のことを言っ

たったって、おめえばかかと言われるかもしれねえんですけれども、そこでまず推定人

口が２万3,500人、こう推定しておるわけですけれども、25年の７月31日現在３万4,229

人なんです。先ほど、この前の広報に出てあったんですけれど。そういうことを考えれ

ば、これは大変だなと。私も後期高齢者なもんですから。そして、どうしても高齢者の

方に偏るんですけれども、それを云々ってば、最終的にはやはり市の持ち出しになって

いくような傾向があるんじゃないかなと思っておりますので、あえてこの今回、人口減

の減少の対応ということを取り上げて質問してあるわけなんですけれども、市長は今、

人口減には現実的な手法を講じると。全くそのとおりであると思っておりますし、また、

一番冒頭におっしゃったんですけれども、この人口減の対応には市単位ではできないと。

私も全くそのとおりだと思います。国単位でものをしゃべね限りは、処方箋ってやつな

かなか見当たらないんでねえがなと思っておる次第でございますけれども、何としても

当初、合併当初、きらりと光る潟上市でなければならないと、こういうことをおっ

しゃってたこと、いまだに私はその記憶が離れません。そうすれば、そのきらりと光る

潟上の手法を使えば、まだ潟上市の方へ人口が寄ってくるんでねえがと、そういうこと

を考えられますので、いろいろ手法を、現実的な手法をとると言っておりますので、宜

しくお願いしたいと思っております。なお、ご答弁はいりません。

終わります。どうも。
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○副議長（佐々木嘉一） これをもって２番大谷貞廣議員の質問を終わります。

以上で本日の日程は全部終了しました。

よって、本日はこれにて散会します。

なお、9月13日午前10時より本会議を再開しますので、ご参集願います。

大変ご苦労さまでございました。

午前１１時５０分 散会


